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　第二節　イギリスにおける制定法のエクイティ（equity of the statute）
　第三節　建国期における制定法解釈（～ 1790 年代）
　第四節　テクスチュアリズムの生成と確立（1800 ～ 1850 年代）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（以上、広島法学 38 巻３号）
　第五節　インテンショナリズムの勃興（1860 ～ 1920 年代）
　第六節　リーガル・リアリズムと制定法解釈（1930 ～ 1940 年代）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（以上、広島法学 39 巻１号）
　第七節　行政国家の確立と制定法解釈（1940 年代）
　第八節　リーガル・プロセス理論と制定法解釈（1950 ～ 1970 年代）
　第九節　（ニュー・）テクスチュアリズムの再生（1980 年代～）　（以上、本号）
（212） 　Jones, supra note 21, at 737. See also Note, A Re-Evaluation of the Use of Legislative History 
in the Federal Courts, 52 Colum. L. Rev. 125 (1952), at 128.
271 － アメリカにおける制定法解釈と立法資料（３）（福永）
－ 50 －
　実際、1900 ～ 50 年間の制定法解釈を扱う最高裁判決を調査した Nicholas R. 
Parrilloの実証研究によれば、最高裁判事の意見に立法資料が引用される回数
は、1930 ～ 39 年間は平均 0.9 回と低調だったものの、American Trucking 判
決が下された 1940 年において急激に 3.3 回に上昇し、この傾向はその後の
1940 ～ 45 年間も継続した（平均 3.5 回）。つまり 1940 年以前の時期に比べ、
立法資料の引用頻度は４倍程度に増えていた。また制定法の解釈問題を扱う
判決全体に対し、立法資料を引用する判事の意見が占める割合についても、
1930 ～ 39 年間が平均 22％程度だったものが、1939 年に 35％、1940 年に















年間の諸判決」の一覧は 100 例以上に及ぶ。Commissioner of Internal Revenue v. Church's 
Estate, 335 U.S. 632 (1949) (Frankfurter, J., dissenting), at 687 (Appendix A).　
（214） 　Parrillo, supra note 20, at 293-94, 349.
（215） 　Id. at 342-343.
広島法学　39 巻２号（2015 年）－ 270
－ 51 －


















立法資料を引用する割合は、1930 ～ 35 年の平均が 2.8 回であったのに対し、




た事件の割合は 1940 ～ 45 年間において 78％を占めたところ、その場合に、
最高裁が立法資料を引用して下す判決は 86％に及んだ。また連邦政府とそれ
以外の訴訟当事者を比較すると、連邦政府が上告趣意書を提出した訴訟にお
（216） 　Baade, supra note 18, at 1088-91.
（217） 　Parrillo, supra note 20, at 279, 287-92.
269 － アメリカにおける制定法解釈と立法資料（３）（福永）
－ 52 －
いて最高裁が判決に立法資料を引用する回数は、1940 ～ 45 年間において平























（218） 　Id. at 316-17.






















































（222） 　Id. at 331-37. Robert A. Katzmann, Statutes, 87 N.Y.U. L. Rev. 637 (2012), at 659-60.
（223） 　行政機関による法案作成活動の効用とその行政組織上の問題点について触れつつ、
議会委員会との適切な協働関係が築かれるならば、行政機関の法案作成活動は有用な
実務慣行であると評価する当時の論文として、Jones, supra note 15.
（224） 　Parrillo, supra note 20, at 349. See also Baade, supra note 18, at 1088-89.

























場面と大きく異なる特徴的性格を持つ、と適確に捉えている。Baade, supra note 18, at 
1091.
（226） 　Parrillo, supra note 20, at 365-66.
（227） 　Id. at 281-83, 350-52.

























（229） 　Id. at 285.
（230） 　Id. at 284-85, 367.
（231） 　Parrilloは、このような行政機関の立法資料の利用方法に見出される価値について国
家統制主義（statist）的価値と表現する。Id. at 367-76.




（２）ところで 1930 ～ 40 年代の公法学者あるいは法律家は、ニュー・ディー
ル政策及び第二次大戦に対処すべく、ルーズベルト政権に参画した者が多
かった。例えば James M. Landisはハーバード・ロー・スクール学部長（1938
～ 46 年）に就任する以前に連邦取引委員会（1933 ～ 34 年）、証券取引所委
員会（1934 ～ 37 年）に勤務した経験を持ち、Harry Willmer Jonesは、第二次




　後にリーガル・プロセス理論の中核を担うこととなる Henry M. Hart, Jr.も、
1937 ～ 45 年にかけて司法省及び物価管理局に勤務した経験を持つ 1人であ
る。









（232） 　Eskridge, supra note 23, at 214. 椎名智彦「プロセス法学再訪－その背景と意義」青森



























（233） 　Cox, supra note 186, at 380-81.
（234） 　Id. at 381.



























（235） 　See Richard A. Posner, Statutory Interpretation--in the Classroom and in the Courtroom, 50 
U. Chi. L. Rev. 800 (1983), at 817. imaginative reconstructionという用法は ,Posnerが Hand
裁判官執筆の Lehigh Valley判決やエッセイなどから着想を得た造語である。　
（236） 　Lehigh Valley Coal Co. v. Yensavage, 218 F. 547 (2d Cir. 1914), at 552-553, cert. denied, 235 
U.S. 705 (1915). See Cox, supra note 186, at 376-78. 
（237） 　Borella v. Borden Co., 145 F.2d 63 (2d Cir. 1944), at 64-65, aff'd, 325 U.S. 679 (1945); 


























（238） 　Popkin, supra note 27, at 133, 142. Eskridge, supra note 96, at 384-85.
（239） 　Learned Hand, How Far Is a Judge Free in Rendering a Decision?, in The Spirit of Liberty: 
Papers and Addresses of Learned Hand (I. Dilliard 3d ed. 1960), at 108 (1935). 























　Franklin D. Roosevelt大統領により任命された革新系判事である Felix　
Frankfurterも、第一次大戦中に戦時労働政策委員会（War Labor Policy Board）
（240） 　Cox, supra note 186, at 385.
（241） 　SEC v. Robert Collier & Co., 76 F.2d 939 (2d Cir. 1935), at 941. See also Guiseppi v. 
Walling, 144 F.2d 608 (2d Cir. 1944), at 623-24 (Hand, J., concurring).




















（243） 　Frankfurter, supra note 150, at 538-39. Frankfurterのパーポズィビズムの特色は、法体系
の中に制定法を位置づけることで制定法の目的を導く点にあるとされる。Popkin, supra 
note 27, at 140-42.
（244） 　William D. Popkinによれば、Hand裁判官のパーポズィビズム批判は American　
Trucking判決流の楽観主義に注意喚起を促す域を出るものではなく、Hand裁判官自身
は進歩主義的な政治志向を有していたが故に、ニュー・ディール諸立法の目的の把握
に苦難を感じることは無かったとされる。Popkin, supra note 27, at 137-39.
（245） 　Brooklyn Nat. Corp. v. Commissioner of Internal Revenue, 157 F.2d 450 (1946), at 451.
（246） 　Frankfurter, supra note 150, at 529.
（247） 　Id. at 533.
（248） 　Id. at 538-39.










　Frankfurter判事の危惧が事件として出現したのは、Shapiro v. United States, 
335 U.S. 1 (1948)においてである。第二次世界大戦中に制定された非常時物価















Acker, 361 U.S. 87 (1959), at 94-95 (Frankfurter, J., dissenting). See also Phelps Dodge Corp. v. 
NLRB, 313 U.S. 177, at 182-83, 186 n.5 (1941).

























（251） 　Shapiro v. United States, 335 U.S. 1 (I948), at 10-16.
（252） 　Id. at 46 (Frankfurter, J., dissenting).
（253） 　Id. at 48 (Frankfurter,J., dissenting). See also American Stevedores v. Porello, 330 U.S. 446 
(1947), at 460 (Frankfurter,J., dissenting); ICC v. Mechling, 330 U.S. 546 (1947), at 585 
(Frankfurter, J., dissenting).
（254） 　See Note, supra note 212, at 132-33. 





　Jackson判事は、Schwegmann Brothers v. Calvert Distillers Corp., 341 U.S. 384 
(1951) において、裁判所が立法資料を扱う場合の条件を提示した。
Schwegmann Brothers判決は次のような事案である。ミラー・タイディングズ

















けとしては疑念があると考えるようになった…。」Robert H. Jackson, The Meaning of 
Statutes: What Congress Says or What the Court Says, 34 A.B.A. J. 535 (1948), at 537.

























（257） 　Eskridge, supra note 23, at 216. Frankfurter判事は後に次のようにすら述べている。「最
高裁の仕事は英文を解釈することではなく、議会の英文を解釈することである。我々
の課題は通常の英語が何を意味するかではなく、議会がそれによって何を意味しよう
としたのかである。」Commissioner v. Acker, 361 U.S. 87, at 94-95 (Frankfurter, J., 
dissenting).
（258） 　Schwegmann Brothers, 341 U.S. 384, at 385-395.
（259） 　Id. at 395-396, 96-97 (Jackson, J., concurring).




























ろに実務上押しやられてしまう（傍点筆者）。」Jackson, supra note 255, at 538. Parrilloに
よれば、Jacksonのこれらの発言は彼の反中央集権主義的思考に基づくものであった。

























ルの教授であった Henry M. Hart, Jr.と Albert M. Sacks両教授の教育教材案の
名前として著名な、リーガル・プロセス（Legal Process）論である（263）。リー
（261） 　常本照樹「司法審査とリーガル・プロセス－アメリカでの司法の機能に関する理論
的発展」北大法学論集 31 巻２号（1980 年）729 ～ 731 頁、椎名智彦「プロセス法学再
訪」前掲註（232）28 頁参照。















（262） 　See William N. Eskridge, Jr. & Philip P. Frickey, Legislation Scholarship and Pedagogy in the 
Post-Legal Process Era, 48 U. Pitt. L. Rev. 691 (1987), at 694-98. モートン・J・ホーウィッ
ツ（樋口範雄訳）『現代アメリカ法の歴史』（弘文堂、1996 年）332 頁。
（263） 　Henry M. Hart, Jr. & Albert M. Sacks, The Legal Process: Basic Problems in the Making and 




り良き立法』へのプロジェクト－ハート・サックス “THE LEGAL PROCESS” 再読」ジュ
リスト 1369 号（2008 年）11 ～ 17 頁、山本龍彦「『法原理機関説』の内実についての



























as an Institutional System）（269）。
　まず立法者について、Hartと Sacksは、それを理性的な人々から成る集団
（265） 　常本照樹「司法審査とリーガル・プロセス」前掲註（261）734 頁。
（266） 　山本龍彦「『法原理機関説』の内実についての覚書」前掲註（264）103 ～ 104 頁、
椎名智彦「プロセス法学再訪」前掲註（232）36 頁参照。
（267） 　常本照樹「司法審査とリーガル・プロセス」前掲註（261）734 頁。
（268） 　Hart & Sacks, supra note 263, at 148.




















「そこで裁判所は、ちょうど Lord Cokeが Heydon's Caseにおいて行うべきと述べた
方法に実質的に進むべきである。このアプローチの要点は、新しい法と古い法を比
較することで目的を推測することである。なぜ合理的人間は、かつて存在した法に
（269） 　山本龍彦「『法原理機関説』の内実についての覚書」前掲註（264）102 ～ 103、106
～ 107 頁、常本照樹「司法審査とリーガル・プロセス」前掲註（261）734 ～ 738、742
～ 743 頁、椎名智彦「プロセス法学再訪」前掲註（232）30 ～ 35 頁参照。
（270） 　Hart & Sacks, supra note 263, at 1378.

























（272） 　Id. at 1374. ここでいう制定法の目的とは、制定法に実際に明記された目的にとどま
るものではない。但し、制定法上の目的規定も、制定法の文言とコンテクストに合致
する限り、解釈に利用されるべきとされている。Id. at 1377-78.
（273） 　Eskridge, Frickey & Garrett, supra note 14, at 222 ; 常本照樹「司法審査とリーガル・プ
ロセス」前掲註（261）737 頁参照。

























（274） 　Eskridge, supra note 96, at 393-94, 409-410.　
（275） 　Hart & Sacks, supra note 263, at 1377-78.




























（277） 　Id. at 1379. 
（278） 　Id. at 1253-54.
（279） 　Id. at 1254. 
















Court（1969 ～ 86 年）になると、時に立法資料に具体的立法者意思を見出し、
これが明白な意味と対抗するならば立法者意思に沿うように解釈する場合も
あった（283）。Eskridgeがソフトな明白な意味の準則（soft plain meaning rule）と
呼ぶこの解釈手法は（284）、1970 年代にピークを迎えるまで緩やかに増加し続け




Parrillo, supra note 20, at 387-88.
（281） 　Eskridge, supra note 23, at 225.
（282） 　Parrillo, supra note 20, at 307.
（283） 　Eskridge, supra note 23, at 218-19.




　1953 年から 2006 年にかけて執筆された、主要な連邦法の制定法解釈に関
する最高裁判事の意見を分析した David S. Lawと David T. Zaringによる実証
研究によれば、判事の意見に立法資料が引用される割合は、1953 ～ 69 年間
はおおむね 30 ～ 50％を推移したのに対し、1970 ～ 85 年間はおおむね 50 ～
70％を推移している（285）。1980 年代冒頭には、制定法解釈に関する最高裁判例
の半数以上が何らかの立法資料を引用するまでに至っていた。
















（285） 　See Law & Zaring, supra note 17, at 1715-16, & figure5. See also Zeppos, supra note 9, at 
1104-05 & fig.7
（286） 　Wald, supra note 23, at 195.
（287） 　Parrillo, supra note 20, at 390-91.








　しかしインテンショナリズムは 1980 年代から陰りを見せる。Lawと Zaring
による実証研究によれば、判事の意見に立法資料が引用される割合は 1984 年
の約 70％がピークであり、その後は 1980 ～ 90 年代を通じて急激に減少し、
2004 年には 11％まで低下（1995 ～ 2006 年間はおおむね 30％程度で推移）し
ている（289）。インテンショナリズムは 1960 年代及び 70 年代の高水準からリバ
ウンドして、20 世紀当初の水準にまで立ち戻ってしまったのである。











（288） 　See Law & Zaring, supra note 17, at 1676-77, 1725.








のは、District of Columbia巡回区控訴裁判所裁判官時代の 1985 年の同意意見















（290） 　James J. Brudney, Faithful Agency versus Ordinary Meaning Advocacy, 57 St. Louis U. L.J. 
975 (2013), at 986.
（291） 　See Eskridge, supra note 284, at 623, 656-66. Eskridge, supra note 36, at 1090-91.
（292） 　Hirschey v. FERC, 777 F.2d. 1, at 7-8 (D.C. Cir. 1985) (Scalia, J., concurring).
（293） 　James J. Brudney & Corey Ditslear, Liberal Justices' Reliance On Legislative History: 
Principle, Strategy, and The Scalia Effect, 29 Berkeley J. Emp. & Lab. L. 117 (2008), at 168-
69. 


















（294） 　Eskridge, supra note 23, at 227 fig.7.2; Brudney & Ditslear, supra note 293, at 121-123, 161-
163. Patricia M. Wald, The Sizzling Sleeper: The Use of Legislative History in Construing 
Statutes in the 1988-89 Term of the United States Supreme Court, 39 Am. U. L. Rev. 277 (1990), 




う。See Frank B. Cross, The Theory and Practice of Statutory Interpretation (2009), at 185.
（295） 　James J. Brudney & Corey Ditslear, The Warp and Woof of Statutory Interpretation: 
Comparing Supreme Court Approaches in Tax Law and Workplace Law, 58 Duke L.J. 1231 
(2009), at 1256.
（296） 　James J. Brudney & Lawrence Baum, Oasis or Mirage: The Supreme Court's Thirst for 




たのは、Burger Court（1969 ～ 86 年）下において 54％（対して保守的な意見




















（297） 　Brudney & Ditslear, supra note 293, at 144. 
（298） 　Id. at 163-170. これに対し David S. Lawと David T. Zaringは、立法資料の利用が減っ
たのはその利用に消極的な保守系判事の任命が相次いだためであり、Scalia Effectは限
定的ないし存在しないと分析している。See Law & Zaring, supra note 17, at 1728-29.























































を求めるものである。Chevron U.S.A. Inc. v. Natural Resources Defense Council, Inc., 467 
U.S. 837 (1984), at 842-43, and n.9.
（301） 　Parrillo, supra note 20, at 391-92.


























（302） 　Molot, supra note 299, at 16-19, 24-25, 29.


















（304） 　Popkin, supra note 27, at 149.
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